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　戦後最大の「世界同時不況」の出口が見出せないなか、経済の収縮による悪影響が、中小企業、
地域経済や非正規労働者等にしわ寄せされる形であらわれてきている。今回の不況を乗り切るた
めには、これまでにない経済構造の転換が必要だとされている。しかし、時代の転換を乗り切る
ためには、能力開発や人材育成の充実が欠かせない。企業と雇用の持続可能性の確保に向けて、
職業訓練はどうあるべきか。その方向性を考える。

特 集 能力開発と人材育成
―職業訓練の方向性を考える―

非正社員の能力開発――能力開発基本調査の特別集計
サービス業における人材育成・能力開発―― JILPTアンケート調査
欧州諸国の職業訓練政策の特徴と方向―イギリス、ドイツ、フランス
平成20年度能力開発基本調査の結果概要

主
な
内
容
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１
．
は
じ
め
に

　

ア
ル
バ
イ
ト
、
パ
ー
ト
、
契
約
社
員
、
嘱

託
な
ど
、
職
場
で
の
呼
び
名
は
さ
ま
ざ
ま
で

あ
る
が
、
非
正
社
員
と
し
て
働
く
人
は
、
日

本
の
労
働
市
場
の
約
三
分
の
一
を
占
め
て
い

る
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
働
き
方
は
、
中
高

年
層
だ
け
で
な
く
、
若
年
層
に
も
増
え
て
い

る
。
非
正
社
員
の
働
き
方
で
は
、
正
社
員
と

く
ら
べ
て
現
在
の
収
入
や
生
活
が
不
安
定
に

な
り
や
す
い
こ
と
が
問
題
視
さ
れ
が
ち
で
あ

る
が
、
よ
り
大
き
な
問
題
は
、
職
業
能
力
を

身
に
付
け
る
機
会
が
少
な
い
こ
と
に
あ
る
。

　

な
ぜ
、
能
力
開
発
の
機
会
に
恵
ま
れ
な
い

こ
と
が
問
題
な
の
だ
ろ
う
か
。
そ
れ
は
、
能

力
開
発
を
行
え
な
い
状
態
が
続
く
こ
と
で
職

業
能
力
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
ず
、
キ
ャ
リ

ア
形
成
に
支
障
を
き
た
し
、
現
在
の
賃
金
格

差
以
上
に
、
将
来
の
所
得
獲
得
能
力
の
差
が

大
き
く
な
る
恐
れ
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
と

く
に
、
若
年
層
が
能
力
開
発
機
会
に
恵
ま
れ

な
い
こ
と
は
、
期
待
就
業
年
数
が
長
い
こ
と

か
ら
問
題
が
よ
り
大
き
い
。

　

も
ち
ろ
ん
、
非
正
社
員
の
中
に
は
キ
ャ
リ

ア
形
成
を
特
段
に
は
望
ま
な
い
人
も
い
る
だ

ろ
う
。
し
か
し
、
社
会
全
体
で
能
力
開
発
を

行
わ
な
い
人
の
割
合
が
高
く
な
る
と
、
市
場

全
体
で
も
人
的
資
本
の
蓄
積
が
進
ま
な
い
こ

と
と
な
り
、
日
本
経
済
に
悪
影
響
が
及
ぶ
こ

と
が
懸
念
さ
れ
る
。

　

課
題
解
決
の
策
を
探
る
た
め
に
は
、
現
状

把
握
が
フ
ァ
ー
ス
ト
ス
テ
ッ
プ
と
な
る
。
し

か
し
な
が
ら
、
非
正
社
員
の
能
力
開
発
に
関

し
て
は
、
日
本
の
実
態
は
十
分
に
は
明
ら
か

に
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、

今
利
用
で
き
る
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
で
可
能
な
限

り
実
態
を
あ
ぶ
り
だ
す
と
い
う
作
業
を
行
う
。

ま
た
、
こ
こ
で
は
、
雇
用
さ
れ
て
働
く
人
に

と
っ
て
、
職
業
能
力
を
身
に
つ
け
る
主
要
な

機
会
で
あ
る
企
業
内
訓
練
を
取
り
上
げ
る
。

２
．
厚
生
労
働
調
査
の
特
別

集
計
の
結
果
か
ら

（
１
）『
能
力
開
発
基
本
調
査
』
に
つ
い
て

『
能
力
開
発
基
本
調
査
』
は
、
厚
生
労
働
省

が
、
日
本
の
民
間
企
業
の
能
力
開
発
の
実
態

を
把
握
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
毎
年
行
っ
て

い
る
調
査
で
あ
る（
１
）。
こ
の
調
査
で
は
、

従
業
員
三
〇
人
以
上
の
事
業
所
と
そ
こ
に
勤

務
す
る
従
業
員
の
能
力
開
発
の
状
況
に
つ
い

て
、
詳
細
に
調
べ
て
お
り
、
全
国
に
つ
い
て
、

代
表
性
が
高
く
、
ま
た
調
査
票
の
回
収
率
も

高
い
こ
と
か
ら
、
大
規
模
で
信
頼
性
の
高
い

情
報
を
提
供
で
き
る
デ
ー
タ
で
あ
る
。
こ
こ

で
は
、
平
成
一
八
年
度
調
査
の
集
計
結
果
を

報
告
し
よ
う
（
以
下
、
厚
生
労
働
省
調
査
）。

繰
り
返
し
に
は
な
る
が
、
こ
こ
で
の
結
果
は
、

大
規
模
事
業
所
に
つ
い
て
の
結
果
で
あ
る
こ

と
に
留
意
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

　

ま
た
、
従
業
員
に
つ
い
て
は
、
一
八
歳
以

上
六
五
歳
以
下
の
人
に
限
定
し
て
集
計
し
て

お
り
、
事
業
所
に
つ
い
て
も
復
元
を
行
っ
て

い
な
い
た
め
、
厚
生
労
働
省
か
ら
出
さ
れ
た

報
告
書
の
値
と
は
若
干
異
な
っ
て
い
る（
２
）。

（
２
）
事
業
所
の
Ｏ
ｆ
ｆ―

Ｊ
Ｔ
実
施
状
況

　

ま
ず
は
、
企
業
（
事
業
所
）
の
教
育
訓
練

の
実
施
状
況
か
ら
確
認
し
て
い
こ
う
。
厚
生

労
働
省
調
査
で
は
、
企
業
が
実
施
し
た
教
育

訓
練
と
し
て
、
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
と
Ｏ
ｆ
ｆ
‐

Ｊ
Ｔ
の
二
つ
に
つ
い
て
調
べ
て
い
る
の
で
、

こ
れ
ら
両
方
の
実
施
状
況
を
確
認
し
よ
う
。

ま
た
、
本
文
中
で
直
接
取
り
上
げ
る
こ
と
は

し
な
い
が
、
比
較
の
た
め
に
、
以
下
の
表
と

図
に
は
、
非
正
社
員
へ
の
実
施
状
況
だ
け
で

は
な
く
、
正
社
員
に
つ
い
て
の
集
計
結
果
も

掲
載
し
て
い
る
。

　

計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
と
は
、「
日
常
の
業
務
に
就

　

非
正
社
員
の
能
力
開
発

*

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
研
究
員　

原　

ひ
ろ
み　



特集―能力開発と人材育成

Business Labor Trend 2009.7

4

き
な
が
ら
行
わ
れ
る
教
育
訓
練
の
こ
と
を
い

い
、
教
育
訓
練
に
関
す
る
計
画
書
を
作
成
す

る
な
ど
し
て
、
教
育
担
当
者
、
対
象
者
、
機

関
、
内
容
な
ど
を
具
体
的
に
定
め
て
、
段
階

的
・
継
続
的
に
教
育
訓
練
を
実
施
す
る
」
こ

と
を
指
し
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
の
な
か
で
も
特
に
体
系

的
に
行
わ
れ
る
も
の
の
こ
と
を
い
う
。
従
っ

て
、
計
画
書
を
作
成
す
る
こ
と
な
く
、
よ
り

日
常
的
に
仕
事
を
し
な
が
ら
先
輩
や
上
司
か

ら
教
わ
る
形
で
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
で
は
な
い
こ
と
に

留
意
さ
れ
た
い
。

　

ま
た
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
と
は
、「
通
常
の
仕

事
を
一
時
的
に
離
れ
て
行
う
教
育
訓
練
（
研

修
）
の
こ
と
」
を
い
い
、
例
え
ば
、
社
内
で

実
施
す
る
集
合
訓
練
（
労
働
者
を
一
カ
所
に

集
合
さ
せ
て
実
施
す
る
集
合
訓
練
な
ど
）
や
、

社
外
で
実
施
す
る
研
修
（
業
界
団
体
や
民
間

の
教
育
訓
練
機
関
な
ど
社
外
の
機
関
が
実
施

す
る
教
育
訓
練
に
労
働
者
を
派
遣
す
る
こ
と

な
ど
）
が
こ
れ
に
含
ま
れ
る
。
計
画
的
Ｏ
Ｊ

Ｔ
と
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
実
施
比
率
を
比
べ
る

と
、
全
体
的
に
、
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
実
施
し

た
事
業
所
の
割
合
の
方
が
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ

実
施
事
業
所
の
割
合
よ
り
も
低
く
、
仕
事
を

離
れ
て
行
う
教
育
訓
練
よ
り
も
、
体
系
的
に

職
場
で
行
わ
れ
る
訓
練
の
ほ
う
が
実
施
率
が

低
い（
３
）。

　

平
成
一
八
年
度
の
事
業
所
の
教
育
訓
練
の

実
施
状
況
を
ま
と
め
た
の
が
図
１
で
あ
る
。

非
正
社
員
に
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
実
施
し
た
事

業
所
の
割
合
は
三
七
・
五
％
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ

Ｔ
に
つ
い
て
は
四
四
％
と
、
非
正
社
員
に
こ

れ
ら
訓
練
を
実
施
し
た
事
業
所
は
正
社
員
の

半
分
強
の
割
合
で

あ
る
。

　

そ
し
て
、
事
業

所
内
で
の
Ｏ
ｆ
ｆ

‐
Ｊ
Ｔ
受
講
者
割

合
を
み
る
と
、
非
正
社
員
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ

受
講
者
割
合
は
一
八
・
六
％
と
平
均
で
み
る

と
正
社
員
の
半
分
以
下
で
あ
る
が
、
Ｏ
ｆ
ｆ

‐
Ｊ
Ｔ
を
実
施
し
た
事
業
所
に
限
定
し
て
集

計
す
る
と（
４
）、
正
社
員
と
非
正
社
員
の
Ｏ

ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講
者
割
合
に
違
い
が
み
ら
れ

な
く
な
る
。
実
施
し
て
い
る
事
業
所
で
は
、

よ
り
多
く
の
非
正
社
員
を
対
象
に
Ｏ
ｆ
ｆ
‐

Ｊ
Ｔ
を
実
施
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
。

　

つ
づ
い
て
、
事
業
所
属
性
別
に
教
育
訓
練

の
実
施
状
況
を
ま
と
め
た
の
が
、
表
１
で
あ

る
。
第
一
に
、
そ
の
事
業
所
が
属
す
る
企
業

が
一
〇
〇
〇
人
以
上
と
大
規
模
で
あ
る
と
、

正
社
員
・
非
正
社
員
両
者
の
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ

と
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
実
施
確
率
が
と
も
に
高

く
な
る
。
こ
れ
は
、
大
企
業
ほ
ど
、
金
銭
的

に
も
人
材
的
に
も
、
訓
練
資
源
を
多
く
も
っ

て
い
る
こ
と
の
あ
ら
わ
れ
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、

事
業
所
自
体
の
規
模
と
、
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
と

Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
実
施
の
間
に
も
正
の
相
関

関
係
が
み
ら
れ
る
。

　

第
二
に
、
業
種
で
み
る
と
、
医
療
・
福
祉
、

教
育
学
習
支
援
業
、
金
融
保
険
・
不
動
産
業
、

卸
・
小
売
業
、
飲
食
店
、
製
造
業
と
い
っ
た

業
種
で
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
と
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の

実
施
確
率
が
と
も
に
高
い
こ
と
が
観
察
さ
れ

る
。
こ
れ
ら
の
業
種
で
は
、
日
常
的
な
仕
事

の
な
か
で
教
え
る
こ
と
に
加
え
て
、
非
正
社

員
に
も
体
系
的
な
知
識
の
付
与
を
必
要
と
し

て
い
る
の
だ
ろ
う
。

　

ま
た
表
掲
は
し
て
い
な
い
が
、
事
業
所
の

非
正
社
員
比
率
が
高
く
な
る
ほ
ど
、
非
正
社

員
へ
の
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
と
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
両

方
の
実
施
確
率
も
上
昇
す
る
。
数
量
的
に
非

正
社
員
活
用
し
て
い
る
事
業
所
で
は
、
質
的

な
活
用
も
進
ん
で
い
て
、
能
力
開
発
も
積
極

的
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
の
あ
ら
わ
れ
と
思

わ
れ
る
。

（
３
）
非
正
社
員
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講

状
況

　
（
２
）
で
は
、
事
業
所
の
教
育
訓
練
の
実

施
状
況
に
つ
い
て
確
認
し
た
が
、
こ
こ
で
は
、

非
正
社
員
自
身
が
、
教
育
訓
練
を
ど
の
程
度

受
講
し
て
い
る
の
か
を
確
認
し
て
い
こ
う
。

事
業
所
が
教
育
訓
練
を
実
施
し
て
い
る
か
ら

と
い
っ
て
、
そ
こ
に
勤
め
て
い
る
従
業
員
全

員
が
教
育
訓
練
を
受
け
て
い
る
と
は
限
ら
な

い
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
教
育
訓
練
は
、
限
ら
れ

た
経
営
資
源
の
な
か
で
行
う
投
資
行
動
で
あ

る
た
め
、
投
資
対
象
の
範
囲
は
、
そ
の
企
業

の
資
源
配
分
政
策
に
よ
っ
て
決
め
ら
れ
る
か

表１　事業所属性別、教育訓練の実施割合
データ：事業所票

非正社員 正社員
計画的OJT Off -JT 計画的OJT Off -JT

<事業所規模>
30-49       27.94 33.46 50.90 66.46
50-99 31.09 38.88 54.83 75.19
100-299 35.54 44.93 65.40 86.75
300-999 48.60 52.55 81.87 95.70
1000- 52.04 54.75 90.58 98.20
＜企業規模＞
大規模企業（1000人以上） 50.32 52.88 84.60 94.69

中小規模企業（1000人未満） 30.54 39.11 56.12 77.09

<業種>
建設業 19.60 20.60 63.86 85.14
製造業 42.80 41.62 74.73 86.18
電気・ガス・熱供給・水道業、運輸 27.68 35.64 70.50 84.06
情報通信 20.90 31.63 63.69 84.91
卸・小売業、飲食店 46.77 50.74 65.67 82.96
金融保険・不動産業 41.07 57.14 68.58 86.34
医療・福祉、教育・学習支援業 51.16 61.49 62.79 78.73
宿泊、その他のサービス業 34.95 48.49 53.83 77.95

資料出所：黒澤・原（2009a, 2009b）。
データ：厚生労働省『平成18年度能力開発基本調査』。

図１　事業所の計画的OJTとOff -JTの実施比率
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ら
で
あ
る
。
よ
っ
て
、
訓
練
が
労
働
者
個
人

に
実
際
に
〝
届
い
て
い
る
〞
の
か
を
知
る
た

め
に
は
、
従
業
員
が
受
講
し
た
か
ど
う
か
と

い
う
情
報
が
必
要
に
な
る
。
こ
の
労
働
者
本

人
が
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
を
受
講
し
た
の
か
を
集

計
し
た
結
果
が
、
図
２
で
あ
る
。
厚
生
労
働

省
調
査
で
は
、
従
業
員
本
人
に
対
し
て
は
計

画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
受
講
し
た
か
を
調
査
し
て
い

な
い
た
め
、
こ
こ
で
は
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受

講
に
つ
い
て
の
み
集
計
し
て
い
る
。

　

非
正
社
員
の
男
女
間
で
の
違
い
を
み
る
と
、

女
性
は
二
九
・
七
九
％
が
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
を

受
講
し
、
男
性
は
二
六
・
五
四
％
が
受
講
し

て
お
り
、
非
正
社
員
で
は
女
性
の
方
が
Ｏ
ｆ

ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
確
率
が
高
く
、
正
社
員
と

は
異
な
る
傾
向
が
み
ら
れ
る
。
ま
た
、
非
正

社
員
に
つ
い
て
、
男
女
、
年
齢
別
に
み
る
と
、

女
性
・
若
年
層
は
三
三
・
一
七
％
と
も
っ
と

も
高
い
が
、
男
性
・
若
年
層
は
二
三
・
六
一
％

と
主
婦
パ
ー
ト
が
多
く
を
占
め
る
と
思
わ
れ

る
女
性
・
中
高
年
層
よ
り
も
低
く
な
っ
て
い

て
、
デ
ー
タ
か
ら
も
性
別
や
年
齢
に
よ
っ
て

能
力
開
発
の
受
講
に
は
か
な
り
の
違
い
が
観

察
さ
れ
る
。

　

つ
づ
い
て
、
平
均
的
な
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受

講
時
間
に
つ
い
て
も
み
て
い
こ
う
。
図
３
か

ら
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
時
間
は
、
非
正

社
員
で
は
女
性
よ
り
も
男
性
の
ほ
う
が
長
い

こ
と
が
わ
か
る
。
ま
た
、
年
齢
階
層
別
に
み

る
と
、
中
高
年
の
女
性
非
正
社
員
が
も
っ
と

も
受
講
時
間
が
短
く
、
男
性
は
若
年
・
中
高

年
と
も
に
受
講
時
間
が
相
対
的
に
長
く
な
っ

て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
同
じ
非
正
社
員
で
あ
っ
て

も
、
性
別
や
年
齢
層
に
よ
っ
て
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐

Ｊ
Ｔ
の
受
講
状
況
に
違
い
が
あ
る
。
ま
た
、

個
人
属
性
だ
け
で
は
な
く
、
勤
務
先
の
属
性

に
よ
っ
て
も
異
な
っ
て
く
る
だ
ろ
う
。
い
っ

た
い
、
ど
の
よ
う
な
人
が
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ

の
受
講
機
会
に
恵
ま
れ
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。

　

人
的
資
本
論
か
ら
理
論
仮
説
を
立
て
て
み

よ
う
。
ま
ず
は
、
個
人
属
性
に
つ
い
て
考
え

て
み
る
と
、
学
歴
、
性
別
、
年
齢
が
Ｏ
ｆ
ｆ

‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
機
会
に
影
響
を
与
え
る
と
考

え
ら
れ
る
。
た
と
え
ば
、
学
校
教
育
と
企
業

内
訓
練
の
間
に
補
完
性
が
あ
れ
ば
、
学
歴
が

高
い
人
ほ
ど
訓
練
か
ら
の
期
待
収
益
は
大
き

く
な
る
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
年
齢
が
若
い
人

や
、
女
性
よ
り
男
性
の
方
が
期
待
勤
続
年
数

は
長
く
、
訓
練
の
期
待
収
益
が
大
き
く
な
る
。

よ
っ
て
、
こ
の
よ
う
な
人
は
訓
練
を
受
け
る

確
率
が
高
ま
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

次
に
、
職
場
属
性
に
つ
い
て
考
え
て
い
く

と
、
た
と
え
ば
大
規
模
企
業
ほ
ど
企
業
内
労

働
市
場
も
大
き
く
、
訓
練
か
ら
の
期
待
収
益

も
大
き
く
な
る
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
必
要
と

さ
れ
る
ス
キ
ル
レ
ベ
ル
が
高
く
、
技
術
進
歩

の
ス
ピ
ー
ド
も
高
い
業
種
で
は
、
訓
練
の
期

待
収
益
は
大
き
く
な
る
と
考
え
ら
れ
、
訓
練

の
受
講
機
会
も
高
ま
る
で
あ
ろ
う
。

　

そ
し
て
、
人
的
資
源
管
理
制
度
（
Ｈ
Ｒ
Ｍ

制
度
）
の
影
響
も
考
え
ら
れ
る
だ
ろ
う
。
た

と
え
ば
、
企
業
に
と
っ
て
、
労
働
者
に
体
化

さ
れ
て
い
る
能
力
を
、
正
確
に
知
る
こ
と
は

難
し
い
。
し
か
し
、
職
業
能
力
評
価
に
関
す

る
制
度
が
導
入
さ
れ
れ
ば
、
本
来
で
あ
れ
ば

企
業
に
と
っ
て
観
察
す
る
こ
と
の
難
し
い
情

報
で
あ
っ
て
も
、
情
報
を
引
き
出
し
や
す
く

な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
、

訓
練
コ
ス
ト
を
引
き
下
げ
、
訓
練
か
ら
の
期

待
収
益
を
高
め
、
企
業
の
訓
練
実
施
を
促
す

で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
こ
う
し
た
評
価
制
度
の

導
入
に
よ
っ
て
、
客
観
的
な
評
価
が
担
保
さ

れ
る
よ
う
に
な
れ
ば
、
従
業
員
の
訓
練
に
対

す
る
意
欲
も
高
ま
り
、
ひ
い
て
は
企
業
の
訓

練
意
欲
を
高
め
る
よ
う
に
作
用
す
る
可
能
性

も
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
こ
の
よ
う
な
変
数
と

し
て
、
部
下
の
育
成
能
力
を
管
理
職
の
人
事

評
価
に
お
い
て
重
視
し
て
い
る
か
（
部
下
育

成
能
力
の
評
価
）、
職
業
能
力
評
価
の
実
施
、

目
標
管
理
制
度
の
導
入
と
い
う
三
つ
の
変
数

を
取
り
上
げ
よ
う
。

　

ま
た
、
自
己
申
告
制
度
や
正
社
員
へ
の
転

換
制
度
と
い
っ
た
自
己
選
択
的
な
異
動
を
可

能
に
す
る
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
れ
ば
、
従

業
員
の
能
力
に
関
す
る
情
報
を
従
業
員
自
身

に
開
示
さ
せ
る
こ
と
を
通
じ
て
訓
練
コ
ス
ト

を
引
き
下
げ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
し
て
、

キ
ャ
リ
ア
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
や
教
育
訓
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注：若年は35歳未満、中高年は35歳以上をさす。
資料出所：黒澤・原（2009b）。
データ：厚生労働省『平成18年度能力開発基本調査』。
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練
休
暇
制
度
な
ど
の
キ
ャ
リ
ア
支
援
に
関
す

る
制
度
を
導
入
し
て
い
る
事
業
所
は
、
企
業

内
訓
練
に
も
積
極
的
で
あ
ろ
う
。
次
に
、
以

上
の
よ
う
な
個
人
属
性
や
事
業
所
属
性
、
そ

し
て
Ｈ
Ｒ
Ｍ
制
度
が
、
仮
説
通
り
に
Ｏ
ｆ
ｆ

‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
に
影
響
を
与
え
る
の
か
を
、

計
量
分
析
の
結
果
か
ら
確
認
し
て
い
こ
う
。

　

分
析
結
果
を
ま
と
め
た
の
が
表
２
で
あ
る
。

⑴
欄
の
結
果
は
非
正
社
員
が
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ

を
受
講
し
た
場
合
に
１
、
受
講
し
な
か
っ
た

場
合
を
０
と
す
る
ダ
ミ
ー
変
数
を
被
説
明
変

数
と
し
、
上
記
の
理
論
仮
説
か
ら
Ｏ
ｆ
ｆ
‐

Ｊ
Ｔ
受
講
と
関
係
が
あ
る
と
想
定
さ
れ
る
個

人
属
性
と
事
業
所
属
性
、
Ｈ
Ｒ
Ｍ
制
度
を
説

明
変
数
と
し
て
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講
確
率

の
規
定
要
因
に
つ
い
て
ロ
ジ
ッ
ト
分
析
を

行
っ
た
結
果
で
あ
る
（
限
界
効
果
）。
ま
た
、

⑵
欄
の
結
果
は
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
密

度
に
つ
い
て
の
推
計
結
果
で
あ
り
、
Ｏ
ｆ
ｆ

‐
Ｊ
Ｔ
受
講
時
間
を
被
説
明
変
数
と
し
、
⑴

欄
と
同
じ
説
明
変
数
で
、
ト
ビ
ッ
ト
分
析
を

行
っ
た
結
果
で
あ
る
（
限
界
効
果
）。

　

第
一
に
、
⑴
欄
で
は
、
男
性
ダ
ミ
ー
の
係

数
は-0.1029

で
、
非
正
社
員
で
は
、
女
性

よ
り
も
男
性
の
方
が10.29

ポ
イ
ン
ト
、
Ｏ

ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
確
率
が
低
い
こ
と
が
わ

か
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
⑵
欄
か
ら
Ｏ
ｆ
ｆ

‐
Ｊ
Ｔ
受
講
時
間
に
は
統
計
的
に
有
意
な
影

響
は
み
ら
れ
な
い
。

　

第
二
に
、
⑴
欄
か
ら
、
年
齢
の
係
数
は

-0.0361

と
マ
イ
ナ
ス
の
値
を
と
っ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
年
齢
が
上
が
る
ほ
ど
Ｏ
ｆ
ｆ
‐

Ｊ
Ｔ
の
受
講
確
率
が
下
が
り
、
か
つ
年
齢
の

二
乗
項
が
プ
ラ
ス
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

下
が
り
方
は
逓
増
的
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。

同
じ
傾
向
が
、
⑵
欄
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講

時
間
に
つ
い
て
も
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
結

果
か
ら
、
非
正
社
員
の
な
か
で
も
、
若
い
人

の
ほ
う
が
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
機
会
に

恵
ま
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、

役
職
に
つ
い
て
い
る
人
の
方
が
統
計
的
に
有

意
に
受
講
確
率
が
低
く
、
役
職
に
つ
い
て
い

な
い
人
の
方
が
受
講
確
率
が
高
い
こ
と
か
ら
、

非
正
社
員
の
な
か
で
も
未
熟
練
の
人
に
対
し

て
積
極
的
に
訓
練
投
資
が
な
さ
れ
て
い
る
こ

と
も
う
か
が
え
る
。

　

第
三
に
、
職
種
を
み
る
と
、
⑴
欄
で
、
専

門
・
技
術
・
管
理
の
係
数
が0.2666

と
、

Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講
確
率
が
最
も
高
く
な
っ

て
お
り
、
か
つ
⑵
欄
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講

時
間
も
事
務
職
と
く
ら
べ
て
一
一
・
七
二
八

三
時
間
と
最
も
長
く
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ

う
な
知
識
を
よ
り
必
要
と
す
る
職
種
で
Ｏ
ｆ

ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
を
も
と
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
が
わ
か
る
。
さ
ら
に
、
販
売
・
サ
ー
ビ
ス

職
で
も
統
計
的
に
有
意
に
受
講
機
会
が
高
く

な
っ
て
い
る
。

　

第
四
に
、
地
域
の
経
済
状
況
の
影
響
を
み

る
た
め
に
、
都
道
府
県
別
失
業
率
も
説
明
変

数
と
し
て
用
い
た
が
、
失
業
率
が
高
く
な
る

表２　 非正社員のOff -JT受講確率とOff -JT受講時間の規定要因についての分析
データ：マッチングデータ、非正社員サンプル

VARIABLES
⑴ ⑵

Off -JT受講確率 Off -JT受講時間
Logit, 限界効果 Tobit, 限界効果

男性ダミー -0.1029** -3.7260
[0.019] [0.3113]

年齢 -0.0361*** -3.3197***
[0.001] [0.0016]

年齢の2乗 / 100 0.0451*** 3.9059***
[0.000] [0.0016]

勤続年数 0.0057 0.7386
[0.531] [0.2006]

勤続年数の2乗 / 100 -0.0199 -2.0108
[0.318] [0.1422]

勤続年数3年未満ダミー 0.0629 7.2519*
[0.277] [0.0552]

専修・短大・高専卒 0.1020** 6.6095**
[0.033] [0.0238]

大学・大学院卒 0.0622 1.1750
（基準：中・高卒） [0.356] [0.7645]

役職ありダミー -0.1387*** -4.5072
[0.001] [0.4720]

専門・技術・管理 0.2666** 11.7283**
[0.011] [0.0145]

販売・サービス 0.1863*** 11.2558***
[0.001] [0.0011]

保安、運輸・通信、生産工程・労務、その他 0.0677 4.6020
（基準：事務） [0.288] [0.2409]
自己啓発実施の有無 0.3215*** 19.0218***

[0.000] [0.0000]

非正社員比率 0.0025*** 0.1250**
[0.007] [0.0318]

女性比率（#） -0.0009 -0.0271
[0.347] [0.6950]

離職率（#） 0.0005 -0.0130
[0.735] [0.8899]

都道府県別失業率 -0.0395** -2.4095**
[0.040] [0.0427]

部下育成能力の評価 0.1185*** 9.2339**
[0.003] [0.0173]

職業能力評価 0.0708* 6.2745**
[0.054] [0.0334]

目標管理制度（#） 0.1258** 2.3462
[0.043] [0.4724]

キャリア・コンサルティング -0.0308 1.1715
[0.585] [0.7966]

教育訓練休暇制度 0.0302 1.1505
[0.627] [0.7502]

自己申告制度（#） 0.1518** 9.7332**
[0.026] [0.0213]

正社員への転換制度（#） 0.0335 -1.4848
[0.406] [0.5711]

Observations 738 707
Pseudo R-squared 0.243 0.079
Chi-square test 0.000 0.000
Log Lik -341.619 -1079.553

注1：***は統計的に1%有意、**は5%有意、*は10％有意である。[]内の数値は、P値である。
注2：（#）がついているHRM制度は非正社員に対して適用されている制度、ついていない
HRM制度は事業所に対して導入されている制度である。
資料出所：黒澤・原（2009b）。
データ：厚生労働省『平成18年度能力開発基本調査』。
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と
非
正
社
員
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講
確
率
も

Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
時
間
も
と
も
に
下
が

る
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
こ
で
は
表
掲
し
て
い

な
い
が
、
正
社
員
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
に
つ
い

て
は
地
域
経
済
の
影
響
は
み
ら
れ
な
い
の
で
、

非
正
社
員
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
受
講
機
会
が
、

地
域
経
済
の
影
響
を
よ
り
受
け
や
す
い
こ
と

を
示
唆
す
る
も
の
で
あ
ろ
う
。

　

第
五
に
、
非
正
社
員
比
率
の
高
い
事
業
所

で
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講
機
会
が
、
確
率
、

密
度
の
両
方
で
統
計
的
有
意
に
高
く
な
る
こ

と
が
示
さ
れ
た
。
さ
き
ほ
ど
と
同
じ
解
釈
に

な
る
が
、
数
量
的
に
非
正
社
員
活
用
し
て
い

る
事
業
所
で
は
、
質
的
な
活
用
も
進
ん
で
い

て
、
能
力
開
発
も
積
極
的
に
行
わ
れ
て
い
る

こ
と
の
あ
ら
わ
れ
と
思
わ
れ
る
。

　

最
後
に
、
Ｈ
Ｒ
Ｍ
制
度
の
推
計
結
果
を
み

て
い
こ
う
。
部
下
育
成
能
力
の
評
価
が
行
わ

れ
て
い
た
り
、
職
業
能
力
評
価
制
度
や
自
己

申
告
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
事
業
所
で
は
、

非
正
社
員
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講
確
率
と
受

講
時
間
の
両
方
が
統
計
的
に
有
意
に
高
く
な

る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
目
標
管

理
制
度
は
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
受
講
確
率
の
み

に
、
統
計
的
に
有
意
に
プ
ラ
ス
の
影
響
を
与

え
て
い
る
。
こ
の
結
果
か
ら
、
こ
の
よ
う
な

制
度
が
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
コ
ス
ト
を
引
き
下
げ
、

Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
実
施
を
促
す
よ
う
に
機
能

し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、
そ
の
一
方
で
、

制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
企
業
ほ
ど
、
非
正

社
員
を
積
極
的
に
活
用
し
て
い
る
こ
と
の
あ

ら
わ
れ
で
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。

　

と
こ
ろ
で
、
非
正
社
員
が
受
講
す
る
Ｏ
ｆ

ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
と
は
、
ど
の
よ
う
な
も
の
で
あ
ろ

う
か
。
仕
事
が
多
種
多
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

具
体
的
な
内
容
を
知
る
こ
と
は
難
し
い
が
、

大
雑
把
な
イ
メ
ー
ジ
を
つ
か
む
た
め
に
、
次

節
で
取
り
上
げ
る
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
の
結
果

を
こ
こ
で
紹
介
し
て
お
こ
う（
５
）。
正
社
員
・

正
職
員
、
役
員
、
自
営
業
な
ど
と
回
答
し
た

人
、
す
な
わ
ち
就
業
者
の
う
ち
い
わ
ゆ
る
非

正
規
労
働
者
で
は
な
い
人
た
ち
を
正
規
社
員

と
し
、
こ
れ
ま
で
み
て
き
た
非
正
社
員
に
派

遣
社
員
も
加
え
た
人
た
ち
を
非
正
規
社
員
と

す
る
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
に
わ
け
て
、
こ
の
二

つ
の
雇
用
形
態
別
に
、
二
〇
〇
七
年
度
に
受

け
た
教
育
訓
練
の
内
容
を
集
計
し
た
の
が
図

４
で
あ
る
。

　

図
４
か
ら
、
男
女
と
も
に
非
正
規
社
員
で
、

「
そ
の
と
き
の
仕
事
を
す
る
た
め
に
必
要
最

低
限
な
も
の
」
と
の
回
答
割
合
が
高
く
な
っ

て
お
り
、
と
く
に
男
性
・
非
正
規
社
員
で
四

二
・
五
％
と
高
い
割
合
に

な
っ
て
い
る
。
一
方
、「
そ
の

と
き
の
仕
事
だ
け
で
は
な
く
、

や
が
て
担
当
す
る
仕
事
に
も

役
立
つ
も
の
」
と
い
う
回
答

割
合
が
、
正
規
社
員
、
な
か

で
も
男
性
で
高
く
な
っ
て
お

り
、
長
期
的
視
点
か
ら
の
訓

練
投
資
は
、
正
規
社
員
に
対

し
て
よ
り
多
く
な
さ
れ
て
い

る
こ
と
が
わ
か
る
。
就
業
形

態
の
グ
ル
ー
プ
分
け
が
、
厚

生
労
働
省
調
査
の
分
析
と
は

若
干
異
な
る
た
め
、
単
純
に

は
比
較
で
き
な
い
の
で
、
類

推
の
範
囲
に
と
ど
ま
っ
て
し

ま
う
が
、
正
社
員
と
非
正
社

員
の
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
内
容

に
は
、
こ
の
よ
う
な
違
い
が

あ
る
と
考
え
て
も
よ
い
だ
ろ

う
。

図４ 男女、正規・非正規社員別、教育訓練の内容（2007年度） 

データ：労働政策研究・研修機構「働くことと学ぶことについての調査」。
資料出所：原（2009）。
注：正規社員とは正社員・正職員、経営者・役員、自営業主・自由業者・内職、家族従業員で、
非正規社員とは、パート・アルバイト・契約・嘱託・臨時、派遣社員、その他をさす。以下の図
5～11もデータ、出所ともに同じ。

22

19.6

21

42.5

33.1

4747

45.545.5

5454

3535

49.149.1

22

25.2

16.5

15

14.3

4

4.6

2.7

0

1.7

3

2.7

3.4

5

1.1

2

2.4

2.4

2.5

0.6

0% 100%80%60%40%20%

全体

男性・正規社員

女性・正規社員

男性・非正規社員

女性・非正規社員

そのときの仕事をするために必要最低
限なもの
そのときの仕事をよりよく行う上で役
立つもの
そのときの仕事だけではなく、やがて
担当する仕事にも役立つもの
そのときの仕事との関係がはっきりと
わからないもの
その他

無回答

図５　 男女、正規・非正規社員別、上司や同僚から、仕事上の指導やアドバイスを
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図６　男女、正規・非正規社員別、上司や同僚の仕事のやり方を見て学ぶこと（2007年度）
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３
．
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
の
集

計
結
果
か
ら

　

厚
生
労
働
省
調
査
は
、
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
に

つ
い
て
は
調
査
を
し
て
い
る
が
、
よ
り
日
常

的
に
仕
事
を
し
な
が
ら
先
輩
や
上
司
か
ら
教

わ
る
形
で
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
に
つ
い
て
は
調
査
を
し

て
い
な
い
。
そ
こ
で
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
が
昨
年

度
実
施
し
た
就
業
者
調
査
『
働
く
こ
と
と
学

ぶ
こ
と
に
つ
い
て
の
調
査
』
の
中
間
報
告
の

結
果
の
う
ち
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
に
関
連
す
る
部
分
を

参
考
ま
で
に
紹
介
し
よ
う
（
以
下
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ

Ｐ
Ｔ
調
査
）（
６
）。
中
間
報
告
で
は
、パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト
・
契
約
・
嘱
託
・
臨
時
、
派
遣

社
員
、
そ
の
他
を
非
正
規
社
員
、
こ
れ
ら
以

外
の
働
き
方
の
人
を（
７
）
正
規
社
員
と
、
就

業
者
を
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
に
分
け
て
、
そ
れ

ぞ
れ
の
能
力
開
発
の
実
施
状
況
を
速
報
的
に

集
計
し
て
お
り
、
二
節
の
厚
生
労
働
省
調
査

の
集
計
と
は
、
就
業
者
の
グ
ル
ー
プ
分
け
に

違
い
が
あ
る
こ
と
を
繰
り
返
し
て
お
く
。

　

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
は
、
全
国
の
二
五
歳
以

上
四
五
歳
未
満
の
男
女
・
就
業
者
を
対
象
に
、

二
〇
〇
八
年
一
〇
月
〜
一
二
月
に
実
施
さ
れ

た
調
査
で
、
回
収
数
は
四
〇
二
六
で
あ
る
。

ま
た
、
能
力
開
発
の
実
施
に
つ
い
て
は
、
平

成
一
九
年
度
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
調
査
し

て
い
る
。

　

ま
ず
は
、
図
５
〜
図
８
の
よ
う
な
職
場
で

の
仕
事
の
能
力
や
知
識
を
高
め
る
た
め
の
活

動
に
つ
い
て
の
結
果
を
確
認
し
て
い
こ
う
。

「
上
司
や
同
僚
か
ら
仕
事
上
の
指
導
や
ア
ド

バ
イ
ス
（
図
５
）」
を
受
け
た
り
、彼
ら
の
「
仕

事
の
や
り
方
を
み
て
学
ぶ
（
図
６
）」
と
い
っ

た
訓
練
の
機
会
コ
ス
ト
が
低
い
活
動
に
つ
い

て
は
、
正
規
社
員
と
非
正
規
社
員
の
間
に
大

き
な
違
い
は
み
ら
れ
ず
、
非
正
規
社
員
の
う

ち
七
割
弱
の
人
が
行
っ
て
い
る
。
し
か
し
、

「
本
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
読
み
勉
強
し
て
」
仕

事
の
仕
方
を
学
ん
だ
り（
図
７
）、「
ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
等
を
通
じ
て
仕
事
に
役
立
つ
情
報
を
共

有
す
る
（
図
８
）」
と
い
っ
た
機
会
費
用
の

発
生
す
る
活
動
に
つ
い
て
は
、
非
正

規
社
員
と
く
ら
べ
て
正
規
社
員
の
ほ

う
が
経
験
し
た
人
の
割
合
が
か
な
り

高
く
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
こ
の
よ
う
な
活
動
以
外
に
も
、
担

当
す
る
仕
事
の
変
化
を
通
じ
て
職
業
能
力
を

身
に
つ
け
る
こ
と
も
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
の
一
種
と
し

て
と
ら
え
ら
れ
る
だ
ろ
う
。
そ
こ
で
、
平
成

一
九
年
度
一
年
間
に
仕
事
の
担
当
範
囲
（
図

９
）、
仕
事
の
レ
ベ
ル
（
図
10
）、
責
任
の
大

き
さ
（
図
11
）
が
ど
の
よ
う
に
変
化
し
た
か

を
み
て
い
く
と
、
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
正

規
社
員
の
方
が
非
正
規
社
員
と
く
ら
べ
て
、

一
〇
％
ポ
イ
ン
ト
程
度
と
か
な
り
広
く
な
っ

た
り
、
高
く
な
っ
た
り
し
て
い
る
。
ま
か
さ

れ
る
仕
事
を
通
じ
て
も
労
働
者
の
職
業
能
力

は
高
め
ら
れ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
間
接
的
な

能
力
開
発
機
会
が
非
正
規
社
員
の
方
が
相
対

的
に
少
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

４
．
む
す
び

　

本
稿
で
は
、
企
業
内
訓
練
を
受
講
し
て
い

る
非
正
社
員
と
は
ど
の
よ

う
な
人
な
の
か
を
明
ら
か

に
す
る
試
み
を
行
っ
た
。

非
正
社
員
の
中
に
は
、
企

業
内
訓
練
の
枠
組
み
に
乗

れ
な
い
人
た
ち
も
数
多
く

い
る
こ
と
か
ら
、
企
業
に

頼
ら
な
く
て
も
能
力
開
発

を
行
え
る
よ
う
な
環
境
整

備
も
当
然
考
え
て
い
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の

た
め
に
は
、
自
己
啓
発
な

ど
労
働
者
自
身
で
主
体
的

に
行
う
能
力
開
発
や
公
共

訓
練
に
つ
い
て
も
あ
わ
せ

て
実
態
把
握
を
行
う
こ
と

が
、
今
後
ま
す
ま
す
重
要

に
な
っ
て
く
る
だ
ろ
う
。

　

ま
た
、
本
稿
で
は
、
非

正
社
員
を
ひ
と
く
く
り
に

図７　 男女、正規・非正規社員別、本やマニュアルを読み、自分で勉強して仕事の
仕方を学ぶこと（2007年度）
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図８　 男女、正規・非正規社員別、ミーティング等を通じて、仕事に役立つ情報を
共有すること（2007年度）
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図９　男女、正規・非正規社員別、仕事の担当範囲の変化（2007年度）
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し
た
分
析
が
中
心
に
な
っ
て
し
ま
っ
た
が
、

当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
た
と
え
ば
男
性
若
年

層
と
主
婦
パ
ー
ト
で
は
、
能
力
開
発
の
規
定

要
因
は
異
な
る
は
ず
で
あ
る
。
よ
っ
て
、
非

正
社
員
の
な
か
で
も
特
性
が
似
て
い
る
者
同

士
で
グ
ル
ー
プ
を
作
り
、
グ
ル
ー
プ
ご
と
の

分
析
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、

そ
の
た
め
に
は
、
さ
ら
に
大
規
模
な
調
査
の

結
果
を
用
い
た
分
析
が
必
要
と
な
り
、
こ
の

よ
う
な
調
査
の
実
施
が
待
た
れ
る
と
こ
ろ
で

あ
る（
８
）。

* 

２
節
は
黒
澤
・
原
（2009a, 2009b
）、
３

節
は
原
（2009

）
を
も
と
に
執
筆
し
て
い
る
。

た
だ
し
、
こ
こ
で
の
記
述
内
容
に
関
し
て
は
、

筆
者
個
人
の
責
任
で
あ
る
。

〔
注
〕

１
．
一
九
七
九
年
に
調
査
が
開
始
さ
れ
、
平
成
一
一
年
度

ま
で
は
『
民
間
教
育
訓
練
実
態
調
査
』
と
い
う
名
称
で

国
の
統
計
（
承
認
統
計
）
と
し
て
調
査
が
な
さ
れ
て
き

た
が
、
平
成
一
三
年
度
〜
一
七
年
度
は
民
間
委
託
の
調

査
と
な
り
、
平
成
一
八
年
度
か
ら
再
び
承
認
統
計
と
さ

れ
た
。

２
．
厚
生
労
働
省
『
平
成
一
八
年
度
能
力
開
発
基
本
調
査

報
告
書
』。

３
．
正
社
員
は
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
：
三
二
・
二
％
、
Ｏ
ｆ
ｆ

‐
Ｊ
Ｔ
：
三
七
・
九
％
で
、
正
社
員
は
計
画
的
Ｏ
Ｊ
Ｔ
：

五
三
・
九
％
、
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
：
七
二
・
二
％
。

４
．
正
社
員
、
非
正
社
員
の
そ
れ
ぞ
れ
に
対
し
て
Ｏ
ｆ
ｆ

‐
Ｊ
Ｔ
を
実
施
し
た
と
回
答
し
た
事
業
所
の
う
ち
、
受

講
者
割
合
が
０
で
は
な
い
事
業
所
に
限
定
し
て
集
計
し

た
結
果
で
あ
る
。

５ 

．
厚
生
労
働
省
調
査
で
も
、
階
層
別
、
職
能
別
、
課
題

別
研
修
で
あ
る
か
は
調
査
し
て
お
り
、
非
正
社
員
に
実

施
さ
れ
た
Ｏ
ｆ
ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
の
う
ち
職
能
別
研
修
の
割
合

が
も
っ
と
も
高
く
な
っ
て
い
る
。

６
．
原
（2009

）。

７ 

．
正
社
員
・
正
職
員
、
経
営
者
・
役
員
、
自
営
業
主
・

自
由
業
者
・
内
職
、
家
族
従
業
員
。

８ 

．
総
務
省
『
平
成
一
九
年
就
業
構
造
基
本
調
査
』
で
も
、

教
育
訓
練
と
自
己
啓
発
の
実
施
に
つ
い
て
の
質
問
が
設

け
ら
れ
て
い
る
。

【
引
用
文
献
】

黒 

澤
昌
子
・
原
ひ
ろ
み
（2009a
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図10　男女、正規・非正規社員別、仕事のレベルの変化（2007年度）
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図11　 男女、正規・非正規社員別、仕事上の責任の大きさの変化
（2007年度）
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